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1. はじめに

　今日の社会は，地域間の交流・交易を通じて経済的

に結びついている．大規模な災害が都市域を襲った

場合，直接人的・物的な損害を被った地域に加えて，

被災をまぬがれた地域にも経済的な損失を発生させ

る．したがって，このような広範囲に影響が及ぶ災害

の被害予測を行う際には，地域間の相互依存関係が

考慮されていなければならない．

　地域間の産業連関性を明示的に取り扱い，被害の

地域別帰着を計測する手法として，空間的応用一般

均衡モデル（SCGEモデル）の利用はひとつの有力

な方法である．SCGEモデルを用いる場合，災害の

直接的被害による状況の変化を外生的に与え，それ

に起因して生じる社会・経済的影響（間接被害）が計

算される．このとき，交通施設のような社会基盤の

被災は，ネットワークの変化・交通量の変化に伴う地

域間交通費用の変化という形で間̇接̇的̇に̇ SCGEモデ

ルに反映される．

　図 1にも示されるように，交通のモデルと SCGE

モデルとは，交通需要と交通費用という要素を通して

相互依存の関係にある．しかしながら，従来 SCGE

モデルを用いた分析では，このような評価を行う際

に，地域間交通費用を表現するファクターを直接政

策変数として外生的に与えて分析を行うことが多かっ

た．他方交通モデルにおいても，それ単独で経済環

境に連動した交通需要の変化を内生的に取り扱うこ

とは難しい．本稿ではこの点に着目し，SCGEモデ

ルをベースに地震災害の経済被害を計測する枠組み
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図 1: 総合的な地震被害予測プロセス

を考えつつ，その中に需要変動型の交通経路配分メ

カニズムを組み込み，交通費用の変化を内生的に決

定するモデルの構築を目的とする．このようにする

ことで，SCGEモデルが交通費用を決定する交通モ

デルと明確に結びつくばかりでなく，その前の段階

で地震発生シナリオから直接被害を予測するモデル

とも一貫したつながりを持つようになり（図 1），被

害予測を全体的視点で捉えることが可能となる．

　なお，SCGEモデルと物流ネットワークモデルの

統合に関しては，宮城 1) が理論的な定式化を示して

いる．本稿は，このような理論研究を災害の被害計

量化という文脈で捉えなおし，実際に数値分析を試

みるものとして位置づけられよう．

2. SCGEモデルの概要

(1) 家計の消費行動

　家計は，自地域に立地するM 種の企業に資本と労

働という 2種類の生産要素を提供して賃金を受け取

り，財の消費を行うことで効用を最大化する．家計の

これらの活動は居住地域で閉じているものと仮定す



る．このとき，家計の財消費行動は以下の最適化問

題により記述される．
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ただし，

Uk：地域 kに居住する家計の間接効用関数，

γki ：家計の消費に関する効率パラメータ，

σ：財消費に関する代替パラメータ，

dki：財 iの消費量，

qki：財 iの消費地価格，

yk：家計の所得，

である．添字 kは，地域 k (k = 1, 2, · · · , N) のもの

であることを意味する．

(2) 企業の生産行動

　地域 kには各産業ごとに 1つの企業が立地し，操

業している．企業 iは，地域 lで生産され自地域に輸

送されてきた財 jを中間財として，また労働，資本を

生産要素として投入し，規模に関して収穫一定とな

る一次同次の技術を用いてただ 1種類の財 iを生産し

ていると仮定する．図 2に企業の生産構造を示す．

図 2: 生産構造

このような階層化構造を用いて，企業の利潤最大

化行動を以下のように定式化する．
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ただし，

πki：企業 iの利潤，

pki：財 iの生産者価格，

Qki：企業 iの生産量，

Xk
ji：企業 iが中間財として投入する jの量，

V ki ：労働，資本からなる合成生産要素，

cvki： V ki の単位費用関数，

akji：Q
k
i に対する中間財 jの投入比率

akvi：Q
k
i に対する合成生産要素 V ki の投入比率

Lki：企業 iに提供される労働量，

Kk
i ：企業 iに提供される資本量，

δi：企業 iの労働に関するシェアパラメータ，

wki：賃金率，

r：利子率，

である．添字 kは，地域 kであることを意味する．

(3) 地域間交易

　地域 lの企業が生産者 kを財 iの購入先として選ぶ

確率を
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で与える．skli は，財 iの地域間生産水準や（生産者）

価格により変化しうる交易係数である．λiはパラメー

タである．また，φkli は輸送費用率を表す．これは，地

域 kから lへ財 iを 1単位輸送するのに伴い失われる

量である．いま，暗にこれを，全地域を一手に管理

する貨物交通企業（以下，運輸部門と表記）の収入

と考えよう．運輸部門の総収入は
X
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と表される．ここに，zkli は財 iの地域 kから lへの

輸送量である．本稿では，運輸部門を他の産業から分

離して考えているが，経済主体としては取り扱って

いないので，運輸部門は経営に関する意思決定は行

わない．

(4) 均衡条件

　本SCGEモデルの均衡条件として，(a)財市場，(b)

生産要素市場，(c)空間価格均衡，の 3種類が以下の

ように示される．
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(b)生産要素市場
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ただし，

Lk：地域 kの家計が保有する労働の総量，

K̄：地域全体での資本需要量，

EXk
i ：地域 kにおける財 iの輸出量，

IM l
j：地域 lにおける財 jの輸入量，

である．

(c)空間価格均衡
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(5) 交通網被災シナリオ下における均衡

　次に，交通施設の被災等により機能が低下した状

況で達する均衡を考える．以下，被災時の変数をラ

ベル (1) を用いて表し，平常時と区別する．

(a)人的被害や生産資本の被害状況の反映

　人的被害や生産資本の被害を考慮する場合には，被

災下の家計が保有するこれらの生産要素が平常時に比

べて減少することで表現できる．なお，これらの被害

は地震の直接的被害の表現であり，被災地域 k = k∗

にのみ生じうる点に注意する．これを踏まえ，人的被

害については式 (10)のLk
∗
をLk

∗(1)で置き換えれば，

生産資本については式 (11)の
P
iK

k∗
i を

P
iK

k∗(1)
i で

置き換えればよい．

(b)交通施設の被害状況の反映

　本 SCGEモデル中に登場する輸送費用率 φkli は，

災害時の交通施設被災による輸送経路の迂回や，迂

回に伴う混雑により，交通費用の変化に連動して決

定される．ここでは，このような交通施設の被害状

況のモデルへの反映を考えよう．

　災害の発生によりある路線が不通になると，不通

区間を除く新たな交通ネットワークの下で与えられ

た交通需要に対し輸送費用が最小となるように経路

配分が行われ，新たな利用状況が生まれる．この際，

経路に十分な容量があれば（図 3, 左）最短経路配分

法のように交通量とは無関係に交通費用が決まり，容

量制約を考慮にいれる場合（図 3, 右）には，SCGE

モデルも含めた交通量と費用の相互関係の中で交通

費用が決定される．

図 3: 輸送容量制約と交通費用

(6) 被害の計量化

　本モデルの枠組みで，基幹交通施設の被災により

地域間の交通費用体系 φkli が変化した場合，その影響

は財の価格変化を通して最終的に地域家計に帰着す

るか，もしくは運輸業の収益の変化となって表れる．

地域家計に帰着する被害は，等価変分 EV を用いて

次のように表すことができる．

Uk(qk(1), yk(1)) ≡ Uk(qk(0), yk(0) + EV k) (14)

ただし，添字 (0) は平常時のものであることを示す．

　一方，運輸部門が提供するサービスの生産コ

ストが被災時においても平常時と変わらないも

のとすれば，運輸部門に帰着する被害は，平常

時の輸送費用収入から被災時の輸送費用収入を

引いた値，すなわち
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3. 被害試算の考え方

(1) モデルサイズと災害シナリオ

　以下では，東海地震発生という災害シナリオを想

定し，基幹交通施設の被災に起因する被害の試算を

行うための手続きを示す．

　まず，10地域に分割された国土空間を閉空間とし

て仮定する．全国 9地域間産業連関表における地域

区分を基本とし，静岡県を関東地方から独立させる．



また，産業区分を農林水産業，鉱工業，建設・サービ

ス業（運輸業は除く）の 3部門と設定する．この 3部

門に地域家計を加えた 4主体を経済主体とみなす．

　災害シナリオとして，東海地震による交通施設の

被災を想定し，静岡県を直接被災地とする．これらの

シナリオ発生後に家計の保有する労働量や資本量は

平常時から変化せず，産業間での移転もないものとす

る．すなわち，すべての地域 k，産業 iでL
k(1)
i = Lki，

K
k(1)
i = Kk

i とする．したがって，このときに計算さ

れる経済被害には人的被害や生産資本被害に起因す

る部分は無く，すべて基幹交通網の機能低下による

交通条件の変化に起因する被害となる．

(2) 交通施設被災とネットワークの変化

　被災下における交通ネットワークのあり方は，交

通施設の被災予測に関する資料例えば 2)を参考に静岡

県を中心とした被災を想定する．モデルでは図 4に

示すような交通網を考え，輸送費用を決定する交通

量配分ルールとして，被災した東海道ルート（東名

高速道路，国道 1号線）の迂回路線となる中央ルー

ト（中央自動車道，国道 19，20号線）と北陸ルート

（北陸自動車道，国道 8，18号線）のうち，東京－名

古屋間の輸送経路にネットワーク均衡配分を，その

他の路線には最短経路配分を仮定する．

図 4: 想定交通ネットワーク（東京－大阪間）

以下，SCGEモデルを起点にして，交通ネットワー

ク上の変動交通量を考える際に必要となる式を示す．

(a)地域間交易需要 zkli ：式 (9)で与えられる．

(b)地域間交通発生量 xkl：

xkl =
MX
i=1

µkli z
kl
i (15)

ただし，µkli は交易量を交通量に変換する係数である．

(c)OD交通と経路交通 xklA の関係：

xkl =
X
A

xklA (16)

ただし，Aは経路を表す．

(d)経路交通とリンク交通 xklh ：

xklh =
X
kl

X
A

δklh,A x
kl
A , xklA ≥ 0 (17)

ただし，δklh,A は kl-OD間のパス－インシデンス行列

である．

　式 (16)，(17)はフローの保存条件と呼ばれるもの

である．このほかにも，保存条件としてノード（セ

ントロイド）における流入・流出・生産による発生・

消費による吸収，のバランスがある．

　また，交通費用に関する条件として，ある地域間

輸送が経路Aにより行われる場合に，その交通量 xA

に対する費用関数を CA(xA)とすると，任意の Aに

対してネットワーク均衡に関する条件

xA{CA(xA)− C0} = 0,
xA ≥ 0, CA(xA) ≥ C0 ≥ 0 (18)

が成り立つ．ただし，CA(xA)はAに含まれるすべて

のリンクのリンクコストの和である．すなわち，

CA(xA) =
X
h∈A

ch(xh) (19)

である．ここに，ch(·)，xhはそれぞれリンク hのリ

ンクコスト関数，リンク総交通量である．

4. おわりに

　本稿では，SCGEモデルと交通ネットワークモデ

ルを統合的に取り扱い，地震の被害予測へ応用する

ための基礎的な枠組みについて検討した．上の交通

流の議論は地域間輸送を想定したものであるが，こ

のほか地域内の輸送についても検討が必要である．

　なお，被害の試算結果を含む詳細については講演

時に報告したい．
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